























































介護等体験　発信日：令和 2 年 4 月 3 日
令和 2 年度における介護等体験の実施にあたっての留意事項について（通知）
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業の開始等について」（令和 2年 3月 24日付元文科高第 1259号i:j等教育局長通知）、「令




































上記 1 (2) の具体的な実施内容や方法等については、「小学校及び中学校の教諭の普
通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律等の施行について（通達）」（平






















(3) 「新型コロナウイルス感染症に対応した学校再開ガイドライン」（令和 2年 3月 24
43
















における大学等の授業の開始について」（令和 2年 3月 24日付元文科高 1259号高等教








 介護等体験実施届出大学等事務担当課長 殿 
    
教育庁人事部選考課長 





































 介護等体験実施届出大学等事務担当課長 殿 
    
教育庁人事部選考課長 






























介護等体験　発信日：令和 2 年 8 月 11 日
小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律施行規則の一部を改正する省令等の施行について（通知）
各都道府県教育委 員 会教育長
各 指定都市・中核市教 育員 会教育 長
各 都 道府 県 知 事
構 造 改革 特別 区域 法第 12条第 1項
の 認定を受けた各地方公 共団体 の長




放送 大 学 学 園理事長
独立行政法人国立特別支援教育総合研究所理事長
各大学共 同利用 機 関法人機構長
文部科学省 が所管する各独立行政法人の長
文部科学省が所管する各国立研究開発法人の長











このたび、別添 1のとおり 、 「小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係
る教育職員免許法の特例等に関する法律施行規則の一部を改正する省令」 （令和
2年文部科学省令第 29号）が令和 2年 8月 11日に公布、施行され、併せて別添
2及び 3のとおり、 「小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員
免許法の特例等に関する法律施行規則附則第二項の規定により読み替えられた同
令第三条第一項に規定する文部科学大臣が定める者」（令和 2年 8月 11日文部科
学大臣決定。以下 「介護等体験免除者に係る大臣決定」とい う。 ）及び「令和二
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教育職員免許法（昭和 24年法律第 147号。以下「免許法」という。）別表第 3
備考第 6号に規定する文部科学大臣の認定した通信教育（以下「免許法認定通信
教育」という 。）又は免許法第 9条の 3第 1項に規定する免許状更新講習（以下
単に「免許状更新講習」という。）の開設者におかれては、それぞれ下記 2 (2) 
の介護等体験免除者に係る大臣決定 1 (6) 又は (7) に係る措置を実施するた





令和 2年度における介護等体験の実施については、 「令和 2年度における介
護等体験の実施にあたっての留意事項について」 （令和 2年 4月 3日付け 2教
























一項に規定する文部科学大臣が定める者（令和 2年 8月 11日文部科学大臣決
定）














ウ 令和 2年度までに、社会福祉に関する科目を定める省令（平成 20年文




































の又は学校教育法施行規則（昭和 22年文部省令第 11号）第 140条の規定に
よる特別の教育課程を編成するものに限る。）を追加すること。
3 施行期日等
(1) 2 (1) については、公布の日（令和 2年 8月 11日）から施行するこ
ととしたこと。 2 (2) 及び (3) については、それぞれ 2 (1) の施行の
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日及び令和 2年 8月 11日から施行することとしたこと。
































介護等体験免除者に係る大臣決定 1 (2) 及び (6) に定める「介護等に
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免許法の特例等に関する法律等の施行について」 （平成 9年 11月 26日付














(3) 介護等体験免除者に係る大臣決定 1 (2) 及び 2について














② 介護等体験免除者に係る大臣決定 1 (2) に定める科目を修得した者に
は、本改正等の施行日前に当該科目を修得した者も含まれることから、各
大学等においては、過年度開設分も含めて対象科目名を公表すること。
(4) 介護等体験免除者に係る大臣決定 1 (4) について










③ 上記レポートの確認に当たっては、 1) 上記の印刷教材の学修を経て自
らが学んだことや考えた こと、 2) その学修成果を教職に就くに当たっ て
どのように生かしていくか、の各項目について、学生自身の言葉で明確に
述べられているかを確認するものとすること。各項目の記載分量は、それ
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(5) 介護等体験免除者に係る大臣決定 1 (5) について





② 介護等体験免除者に係る大臣決定 1 (5) に定める免許法認定通信教育
については、受講定員、受講時期をはじめ、独立行政法人国立特別支援教
育総合研究所において定める募集要項等に従い、実施するものであること。
(6) 介護等体験免除者に係る大臣決定 1 (6) 及び 3について
介護等体験免除者に係る大臣決定 1 (6) に定める指定科目の指定を受
けようとする免許法認定通信教育の開設者は、別紙 3の「指定科目実施要
領」に基づき、指定の申請を行うこと。
(7) 介護等体験免除者に係る大臣決定 1 (7) 及び4について





除者に係る大臣決定 1 (1) から (7) までに定める科目等の単位を修得
する等の見込みであることを証明するものを含むこと。具体的には、例え
ば、卒業年次の後期において、介護等体験免除者に係る大臣決定 1 (1) 









③ 本改正等の施行日前に介護等体験免除者に係る大臣決定 1(1)から (3)
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② その際、通級による指導の実施形態としては、 （1) 児童生徒が在学す
る学校において指導を受ける「自校通級」、 (2) 他の学校に週に何単位
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り確保する観点から、体験の期間について、特例法制定時の施行通達 3 (1) 
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E-MAIL : kaigo@mext. go. jp 
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2. 1 (2) について
課程認定大学等は、 1 (2) の規定により、介護等に関する専門的知識及び技術を重
要な事項として含打ものとして認めた科目があるときは、当該科目をインターネットの
利用その他の適切な方法により公表するものとする。



























(1) 1 (1) から (7) までに掲げる者は、免許法第五条の二第一項の規定による免許





イ 1 (1) から（ 3) までに定める科目を開設する課程認定大学等 1 (1) から
(3) までに掲げる者
ロ 1 (4) に掲げる者の在学する課程認定大学等 1 (4) に掲げる者
ノ、 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 1 (5) に掲げる者


















































許法の特例等に関する法律施行規則附則第 2項の規定により読み替えられた同令第 3条第 1
項に規定する文部科学大臣が定める者」（令和 2年8月 1日文部科学大臣決定。以下「大臣決
定」という 。）に基づき、小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の




00大学学長 0 0 0 0 印
記
1. 代替措置の種類
大臣決定 1 ( ）の規定による措置
2 代替措置の具体的な内容
（大臣決定 1 (1) から (3) までの規定による措置の場合）
（大臣決定 1 (4) の規定による措置の場合）
（大臣決定 1 (5) の規定による措置の場合）
科目名 履修認定年月日
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・視覚障害児の教育課程及び指導法 （令和 2年度後期・全 15回）






























































令和 2年 8月 11日































（注） Kaigo@mext. go. ip宛てに御提出ください。
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（令和 2年 8月 11日文部科学大臣決定。以下「介護等体験免除者に係る大臣決定」
という。） 3 (3) の規定に基づき、令和 2年度において介護等体験（小学校及
び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律



















省令等の施行について」 （令和 2年8月 11日付け 2文科教第 401号文部科学省総合教育政策局長通知）
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申請期限： （1次指定）令和 2年 8月 18日（必着）
(2次指定）令和 2年 8月 25日（必着）
※これ以降、申請のあったものは、随時審査の上、指定する
提出方法： 郵送により下記提出先に提出












定通信教育認定申請等要領（令和 2年度以降開設分）」 3. 変更届出要領及び

























文部科学省担当部局 (3 (1) 参照）に電子メールにて届け出るものとする。
届出時期： 開設者による廃止決定後速やかに


















者に係る大臣決定 5 (2) 及び (4)) 。
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0 0 0 0 印
このたび「小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の
特例等に関する法律施行規則附則第二項の規定により読み替えられた同令第三条








































備考 3 免許法認定通信教育の変更届（様式第 11号）ー式の写しを添付すること。
79


























0000学 (R2認定通信） 令和0年00月00日 ～ 令和0年00月00日 0単位
〇障害を有している方で、希望する配慮・支援内容について記入してください。
私は、令和 2年度において介護等体験（小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免





















（令和 2年 8月 11日文部科学大臣決定。以下「介護等体験免除者に係る大臣決定」





















省令等の施行について」 （令和 2年 8月 11日付け 2文科教第 401号文部科学省総合教育政策局長通知）
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申請期限： （1次指定）令和 2年 8月 18日（必着）

















おり、特定講習変更届出書（様式 2) 及び WEB提出した免許状更新講習開設変
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写しを、文部科学省担当部局 (3 (1) 参照）に電子メールにて届け出るもの
とする。
届出期限： 開設者による廃止決定後速やかに













決定 4 (5)) 。
(3) 証明書の発行
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0 0 0 0 印
このたび「小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の
特例等に関する法律施行規則附則第二項の規定により読み替えられた同令第三条








































(3) 令和 3年 3月 31日までの間に、受講及び課程の一部の履修の認定が可能なものであ
ること。
以上




備考 3 複数の講習について変更がある場合は、表を追加 して記入すること 。
備考4 免許状更新講習開設変更届（様式第 10号）の写しを添付すること。
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（〒 ー） j;縦 36~40
都道 市区 ： 
; ＼横24~30
府県 町村 ：・. :’•,. mm : 
: -.-.........——, ; 
: ．.．．．．―・ •-．．どぶざ．． ー・—.．. ．．．.．．.． .’・ ； 
------------------------------------------------i.．[.．．．．．．.．．． .． .．）. i 
(TEL) （携帯）
〇受講を希望する特定講習について記入してください。








































































令和 2年 8月 1 日（火）
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公‘第
















































ついて」（令和 2年3月24日付け元文科高第 1259号高等教育局長通知）、「令和 2年度における専門






























































 教育実習実施届出大学等事務担当課長 殿 
 
教育庁人事部選考課長 






















































 教育実習実施届出大学等事務担当課長 殿 
 
教育庁人事部選考課長 












































 (1) 提出様式 
    別紙１「教育実習中止一覧」 
   Ｅｘｃｅｌデータのまま提出してください。 
    ファイル名は「承認番号・学校名」と変更してください。 
(2) 提出方法 
    下記メールアドレスに送付 
    件名は「【大学名】教育実習中止一覧」としてください。 
    mb-zissyu@section.metro.tokyo.jp (教育実習専用メールボックス) 
(3) 提出期限 






















 (1) 提出様式 
    別紙１「教育実習中止一覧」 
   Ｅｘｃｅｌデータのまま提出してください。 
    ファイル名は「承認番号・学校名」と変更してください。 
(2) 提出方法 
    下記メールアドレスに送付 
    件名は「【大学名】教育実習中止一覧」としてください。 
    mb-zissyu@section.metro.tokyo.jp (教育実習専用メールボックス) 
(3) 提出期限 




























































































◎ 1単位当たり 30時間で授業時間数を設定し、総授業時間数のうち 1/3を大学・専門
学校等での授業により行う場合
4単位X30時間 ＝ 120時間
120時間-: 3 = 40時間 ※大学・専門学校等での授業
120時間ー40時間 ＝ 80時間 ⇒ 三旦皿．




TEL 03-5253-4111 （内線 2451)
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教 職 課 程 を 置 く 各 国公 私 立大 学 長
教職課程を置く各指定教員蓑成機関の長
各 都道 府県教育委 員会 教 育 長
各指定都市・中 核 市 教育委員 会教育長 殿
各 都 道府 県知 事















各指定教員養成機関 （以下「大学等」と いう。 ）が令和 2年度に行 う教育実習
の実施に当たっては、 「令和 2年度における教育実習の実施に当たっての留
意事項について」 （令和 2年 4月 3日付け2教教人第 1号教育人材政策課課
長通知） において、①実施時期を秋以降に変更すること、②卒業年次の学生
を優先することなどを示 し、 「令和 2年度における教育実習の実施期間の弾
力化について」 （令和 2年 5月 1日付け2教教人第 5号教育人材政策課課長
通知） （以下 「弾力化通知」とい う。）において、③教育実習の科目の総授業
時間数の うち、3分の1を超えない範囲を大学等における授業によ り行うご
99

























































































































E-MAIL : menkyo@mext.go.jp 
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教育実習　発信日：令和 2 年 8 月 11 日
教育職員免許法施行規則等の一部を改正する省令の施行について（通知）
蘭． 中 小 幼
等 } 子 学 稚
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教育実習　発信日：令和 2 年 8 月 11 日
教育職員免許法施行規則等の一部を改正する省令の施行について（通知）
—- 8| 
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更新講習　発信日：令和 2 年 3 月 31 日
新型コロナウイルス感染症への対応に関する免許状更新講習の実施における留意事項及び実施方法の特例等について（通知）



















































































































































































2. 大学等において開講する対面式免許状更新講習のうち，令和 2年4月 1日から令和 2




































認定番号 I認定回；＇ l 領域 i
開設者名
氏名 ， I Telj Fax ’ :＇ 







• •「 : 、 ê  = •言ー廷：：一ロ_l ―`‘ 口 ~ ニ,
〇上記以外の変更の有無
I有・無1 | 
・ロ、 星 s : - -、＼ ‘l ―二、
117
















認定番号 l認定回 ．： 1 領域 ！ 
開設者名
氏名
ヽ I Tel i Fax : ’ 


























・ 「ー ： 、 ム ・ニ : - -』 ロ
〇上記以外の変更の有無
1有・無| 無 | 
ー 、 ＼ ロ
.•. ＾ ・ ； 琵9 : - - 、‘ こ、 :-Ml,Aill,,<t.t 、
-' ュ、
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Mai 1 : ckanri@mext. go. jp 
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信第 97 号 （富店謀
！羞．： 珈 0年 5月2.0日 酎恨塔合農
囀：忍課
2 教教人第 9 号




各 指定 教 員 養 成 機関の長
各都道府県・指定都市・中核市教育委員会
各大学 共同 利用 機関 法人機構長











（令和 2年 3月 31日付け元教教人第 50号）で示しているところですが，その後，緊急
事態措置の対象が全国に広がったことなど新型コロナウイルス感染症に係る現下の状況に
鑑み，令和 2年 6月 30日までに更新講習の認定申請を行ったものについては，令和 3年
3月 31日までの特例の適用を認めることとします。併せて，履修認定試験の実施に関す















2. 大学等において開講する対面式免許状更新講習のうち，令和 2年 6月30日までに更
新講習の認定申請を行った免許状更新講習については，令和 2年度免許状更新講習の認
定申請等について（令和元年 10月25日付け元教教人第 25号文部科学省総合教育政



































認定番号 I認定回 l3 ＇ I 領域 iI 
開設者名
氏名 i j Tel I  Fax ， I 








・ 「 ム ： ： ― こ ｀ ‘ ii130>~~~ J..1:J L -C < f:!_ 、
〇上記以外の変更の有無
1有・無1 | 
• ．ム ー皐ーミー一、‘ ― .:、
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認定醤号 I認定回i 1 領域 i！ ， 
開設者名
氏名 l I TelI Fax l I` 















I有・無1 無 I 












令和 2年 3月 31日





































































成 19年法律第 98号）附則第 2条第4項、教育職員免許法施行規則（昭和 29年文
部省令第 26号。以下「施行規則」という。）第 61 条の 5、第 61条の 6、第 61
条の 9、教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令（平成 20年文部科学省令



















令和 3年 1月 31日を想定していること。この場合、各免許管理者におかれては、






















































ける留意事項及び実施方法の特例等について（通知）」（令和 2年 3月 31日付け文部
科学省総合教育政策局教育人材政策課長通知）及び「新型コロナウイルス感染症ヘ
の対応に閃する免許状更新講習の実施方法の特例等の延長及び拡充について（通知）」







TEL : 03-5253-4111 （内線 3572)
































































l ~ ~ • ~• - --- - - - - - - - • -- - - --- - - - - - --- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - --- - --- - - - - - - - --- - - - - - - - - - - -- - - - - - - - - - - - - - - - - --- --- - - - - - - - - - --- - ---















































































る日について、当面、令和 3年 1 る日について、当面、令和 3年 2
1. (1) 月 31日を想定していること。この 月 1日を想定していること。この
場合、各免許管理者におかれては、 場合、各免許管理者におかれては、
令和 3年 1月 31 日までは、・・・ 令和 3年 1月 31 日までは、・・・
（点線枠内） （点線枠内）
「やむを得ない事由」がなくなっ 「やむを得ない事由」がなくなっ
別添 た日を R3.1. 31として、 た日を R3.2. 1として、
（図下部） （図下部）













れており（教育職員免許法施行規則（昭和 29年文部省令第 26号）第 61条の 6)、仮に
「令和 3年 1月 31日jを「やむを得ない事由」がなくなった日として、 2年2月の有効
期間の延長を行うと、延長後の有効期間の満了日等は「令和 5年 3月 30日」となってし
まうため、上記の意図を達する観点から、今回、「やむを得ない事由」がなくなった日と





TEL : 03-5253-4111 （内線 3572)
E-MAIL : menkyo@mext. go. jp 
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その他　令和 2 年 4 月 17 日
令和 2 年度における大学・専門学校等の教職課程等の実施に関する Q&A の送付について（4 月 17 日時点）













育実習の実施に当たっての留意事項について」（令和 2年4月 3日付け 2教教人第 1号教育人材政
策課長通知）、「令和 2年度における介護等体験の実施に当たっての留意事項について」（令和 2年
4月 3H付け 2教教人第 2号教育人材政策課長通知）を送付したところです。
この度、上記の通知への御質間等も踏まえて、令和 2年度にける教職課程等の実施に向けた検
討に資するよう、別紙のとおり Q&Aを作成しましたのでお送りいたします。










TEL 03-5253-4111 （内線 2451)
E-mail kyo-men@mext.go.jp 
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その他　令和 2 年 4 月 17 日





I問 1 令和 2年度の教育実習の実施は、秋以降でなければならないのか。
（答）
0 教育実習については「令和 2年度における教育実習の実施に当たっての留意事項に








っての留意事項について」（令和 2年 4月 3日付け 2教教人第 1号教育人材政策課通
知）において、必要に応じて秋以降とすることも検討していただきたいとしています。
問2 教育実習通知の記 1 (4)「大学・専門学校等における事前・事後指導等で履修
すべき内容と小学校等での教育実習で履修すべき内容や活動の在り方を見直すこ
と」の考え方について、例えば、 4単位分の教育実習に関して、 1単位当たり 3




0 教育実習通知の記 1 (4) については、大学設置基準に定める 1単位当たりの授業
時間数の範囲内であることを前提としています。








その他　令和 2 年 4 月 17 日
令和 2 年度における大学・専門学校等の教職課程等の実施に関する Q&A の送付について（4 月 17 日時点）
います。












0 教育実習通知の記4 (1) については、大学設置基準に定める 1単位当たりの授業
時間数の範囲内であることを前提としています。




















その他　令和 2 年 4 月 17 日





































その他　令和 2 年 4 月 17 日

































その他　令和 2 年 4 月 17 日

































その他　令和 2 年 4 月 17 日
令和 2 年度における大学・専門学校等の教職課程等の実施に関する Q&A の送付について（4 月 17 日時点）
問 13 教育職員免許法施行規則第 66条の 6に定める科目のうち「体育」については
実技が含まれるが、面接授業に代えて遠隔授業を行うことができるか。
（答）

































その他　令和 2 年 5 月 18 日
令和 2 年度における大学・専門学校等の教職課程等の実施に関する Q&A の送付について（5 月 18 日時点）
















習の実施に当たっての留意事項について」（令和 2年 4月 3日付け 2教教人第 1号教育人材政策課長
通知）、「令和 2年度における介護等体験の実施に当たっての留意事項について」（令和 2年 4月 3日
付け 2教教人第 2号教育人材政策課長通知）を送付し、 4月 17日付けで教職課程等の実施に関する
Q&Aを示したところです。
この Q&Aについて、その後に発出した「令和 2年度における教育実習の実施期間の弾力化につい
て」（令和 2年 5月 1日付け 2教教人第 5号教育人材政策課長通知）や4月 17日以降の御質問等も
踏まえて、令和 2年度における教職課程等の実施に向けた検討に資するよう、別紙のとおり更新しま
した。













その他　令和 2 年 5 月 18 日
令和 2 年度における大学・専門学校等の教職課程等の実施に関する Q&A の送付について（5 月 18 日時点）
互
令和 2年度における大学・専門学校等の教職課程の実施に関する Q&A
（令和 2年 5月 18日時点）
．教育実習・介護等体験について
I問 1 令和 2年度の教育実習の実施は、秋以降でなければならないのか。
（答）
0 教育実習については「令和 2年度における教育実習の実施に当たっての留意事項に
ついて」（令和 2年 4月3日付け 2教教人第 1号総合教育政策局教育人材政策課長通







っての留意事項について」（令和 2年 4月3日付け 2教教人第 1号総合教育政策局教
育人材政策課通知）において、必要に応じて秋以降とすることも検討していただきた
いとしています。




0 「令和 2年度における教育実習の実施期間の弾力化について」（令和 2年 5月 1日付











その他　令和 2 年 5 月 18 日
令和 2 年度における大学・専門学校等の教職課程等の実施に関する Q&A の送付について（5 月 18 日時点）
0 なお、教育実習の科目の総授業時間数のうち 3分の 1を超えない範囲で行う大学・
専門学校等における授業については、あくまでも教育実習の一部として行うことを可
能とするものですので御留意ください。











は可能です。（なお、御質問の例の場合、総授業時間数 120時間のうち 3分の 1であ
る40時間まで大学・専門学校等における授業により行うことが可能です。）
問4 5月 1日付け教育実習通知の記 1と記 2に関して、例えば、 4単位の教育実習


















その他　令和 2 年 5 月 18 日






















0 例えば、事前・事後指導 1単位を除く 4単位の教育実習について、 1単位当たりの
授業時間数を 30時間とした場合、総授業時間数としては 120時間となり、その実施
期間としては 3週間程度となります（図①）。
〇 これに学校体験活動を 2単位含める場合、教育実習としては 60時間となり、その実
施期間としては 1. 5週間程度となります（図②）。
学校体験活動 2単位の 60時間については、 5月 1日付け教育実習通知の記 2により
「学習支援等のために配置される人材等としての活動」を位置付けることが可能です。





その他　令和 2 年 5 月 18 日
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事後指導 教育実習








問6 「教育実習の科目の総授業時間数のうち、 3分の 1を超えない範囲で行う授業」
に学内で実施する演習科目を充てることができるか。
例えば、 1単位当たりの授業時間数を 30時間とした 4単位の教育実習の科目
は、総授業時間数が 120時間となり、この 3分の 1は 40時間となる。この 40時
間の授業として、 1単位当たりの授業時間数を 15時間とする演習科目を充てる場
合、 1単位当たりの授業時間数が教育実習の科目と比べて 2分の 1(15時間／30時














その他　令和 2 年 5 月 18 日
令和 2 年度における大学・専門学校等の教職課程等の実施に関する Q&A の送付について（5 月 18 日時点）




問7 「教育実習の科目の総授業時間数のうち、 3分の 1を超えない範囲で行う授業」
について、教育実習を 3年次と 4年次に分割して実施している場合、令和元年度
に実施済みの教育実習の授業時間数も総授業時間数に含めることは可能か。
例えば、合計 4単位の教育実習について、 3年次に 2単位、 4年次に 2単位実
施する。 1単位当たりの授業時間数を 30時間とすると、合計4単位の教育実習
は総授業時間数が 120時間となり、この 3分の 1は 40時間となる。令和元年度
の3年次に 60時間 (2単位）実施済であることから、令和 2年度の 4年次は 20
時間を小学校等における実習を行うことでよいか。【追加】
（答）
0 5月 1日付け教育実習通知のとおり、「教育実習の科目の総授業時間数のうち、 3分
の 1を超えない範囲で行う授業」の取り扱いについては、新型コロナウイルス感染症
の影響を考慮した令和 2年度に限った特例措置です。
〇 そのため、「教育実習の科目の総授業時間数のうち、 3分の 1を超えない範囲で行う
授業」の算定に当たって、令和元年度に実施済みの教育実習の授業時間数を総授業時
間数に含めることはできません。御質問の例では、令和 2年度 4年次に実施する教育
実習の 2単位 60時間の 3分の 1の 20時間までを大学・専門学校等における授業、40
時間を小学校等における実習により行うことが可能です。















その他　令和 2 年 5 月 18 日

































その他　令和 2 年 5 月 18 日




































その他　令和 2 年 5 月 18 日
































その他　令和 2 年 5 月 18 日


































その他　令和 2 年 5 月 18 日
































その他　令和 2 年 5 月 18 日
令和 2 年度における大学・専門学校等の教職課程等の実施に関する Q&A の送付について（5 月 18 日時点）
問 21 教育職員免許法施行規則第 66条の 6に定める科目のうち「体育」については
実技が含まれるが、面接授業に代えて遠隔授業を行うことができるか。
（答）














う。）の記 1 (3) において、新型コロナウイルス感染症の影響により、病院等の実
習施設等の代替が困難である場合には「実状を踏まえ実習に代えて演習又は学内実
習等を実施することにより、必要な知識及び技能を修得することとして差し支えな
い。」こととされています。
〇 事務連絡を踏まえると、養護教諭の臨床実習と看護師の実習科目を兼ねた授業科目
について、看護師の実習科目として事務連絡に基づき演習又学内実習等での実施に
代えた場合には、あわせて養護教諭の臨床実習についても演習又は学内実習等に代
えられることは今年度についてはやむを得ないものと考えています。ただし、こうし
て代えられた場合であっても、変更前の病院等における臨床実習に相当する教育効
果を担保することが必要です。
0 なお、看護師の実習科目を兼ねていない養護教諭の臨床実習に関する授業科目であ
っても、新型コロナウイルス感染症の影響により、病院等の実習施設等の代替が困難
である場合にも、上記の取扱との整合性を確保する観点から、病院等の施設等での実
習に代えて、学内での実習等により行うことも今年度についてはやむを得ないもの
と考えており、この場合にも、変更前の病院等における臨床実習に相当する教育効果
を担保することが必要です。
11 
